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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第116期

第２四半期累計期間
第117期

第２四半期累計期間
第116期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 5,540 4,645 10,777

経常利益 (百万円) 120 4 18

四半期(当期)純利益 (百万円) 65 3 28

持分法を適用した場合の投資利益 (百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,510 1,510 1,510

発行済株式総数 (千株) 15,400 15,400 15,400

純資産額 (百万円) 8,279 8,109 8,180

総資産額 (百万円) 14,461 13,958 13,795

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 4.28 0.20 1.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 2

自己資本比率 (％) 57.3 58.1 59.3

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 282 △92 1,104

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △96 △272 △162

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △358 △262 △622

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 2,686 2,551 3,179
 

 

回次
第116期

第２四半期会計期間
第117期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.34 2.32
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載し

ておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、円安の進行により輸出企業を中心に企業業績は改善傾向が見られ

ますが、消費税増税や物価上昇懸念及び夏場の天候不順等も影響して、個人消費の回復時期が遅れる等、実体経済

の動向につきましては先行き不透明な状況で推移いたしました。　

　このような状況の中、当第２四半期会計期間の海運業界は荷動きの好調さに比べ船腹過剰の影響を受け、運賃価

格が改善しない厳しい状況にあります。造船関連業界につきましても、海運業界の影響により船価水準が上がらな

い状況が継続しております。　　

　当社といたしましては、このような状況下、売上目標・コストダウン目標を設定し営業・生産活動を行ってきま

したが、舶用主機関の契約価格の厳しさと第３四半期以降への納期のずれ込み、部分品及び修理工事等も売上が伸

びず、原材料費の上昇や新機種機関の開発費用負担も重なる等により、当第２四半期累計期間は、売上高4,645百

万円（前年同期比16.1％減）、経常利益４百万円（前年同期比96.2％減）、四半期純利益３百万円（前年同期比

95.2％減）となりました。　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、 前事業年度末と比べ、６

億27百万円減少し、当第２四半期累計期間末には25億51百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果使用した資金は、92百万円（前年同期は２億82百万円の取得）となりました。これは主に減価償

却費１億96百万円やその他の負債の増加額３億99百万円等の資金の増加と、たな卸資産の増加額３億45百万円や売

上債権の増加額３億50百万円等の資金の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、２億72百万円（前年同期比181.9%増）となりました。これは主に定期預金の預

入による支出１億49百万円、有形固定資産の取得47百万円及びその他の投資等の取得72百万円等の資金の減少によ

るものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、２億62百万円（前年同期比26.7％減）となりました。これは主に社債の発行に

よる収入１億円による資金の増加と、借入金の返済及び社債の償還による支出３億30百万円や配当金の支払額30百

万円等の資金の減少によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期累計期間の研究開発費の金額は64百万円であります。

 なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(5) 従業員数

当第２四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

　

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい増減はありません。

　

(7) 主要な設備

当第２四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,000 15,400,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 15,400,000 15,400,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 15,400,000 ― 1,510,000 ― 926,345
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アカサカ共栄会 静岡県焼津市柳新屋６７０－６ 2,012 13.06

CBLDN DNB S/A FEARNLEY SECURITIES
AS-CLIENTS
(常任代理人 シティバンク銀行株式
会社)

CITIGROUP CENTRE CANADA SQUARE
CANARY WHARF LONDON E14 5LB UK
(東京都新宿区新宿６－27－30)

985 6.39

赤阪　忍 静岡県焼津市 735 4.77

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１－１０ 643 4.17

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 643 4.17

赤阪　全七 静岡県静岡市駿河区 487 3.16

東京アカサカ共栄会 静岡県焼津市柳新屋６７０－６ 437 2.83

三菱重工舶用機械エンジン株式会社 長崎県長崎市飽の浦町１－１ 412 2.67

久門　喜久男 静岡県焼津市 254 1.65

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 240 1.55

計 ― 6,852 44.49
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 101,000

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,065,000
15,065 ―

単元未満株式
普通株式
 

 
234,000

 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,065 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社赤阪鐵工所

東京都千代田区
有楽町一丁目７番１号

101,000 ― 101,000 0.65

計 ― 101,000 ― 101,000 0.65
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平成26年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,355,573 2,877,722

  受取手形及び売掛金 2,910,613 2,895,294

  仕掛品 2,103,598 2,479,226

  原材料及び貯蔵品 435,082 404,693

  その他 230,220 589,386

  貸倒引当金 △599 -

  流動資産合計 9,034,489 9,246,323

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,679,093 1,632,294

   その他（純額） 1,568,532 1,458,223

   有形固定資産合計 3,247,625 3,090,518

  無形固定資産 20,141 22,233

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 1,516,213 1,622,540

   貸倒引当金 △22,962 △22,648

   投資その他の資産合計 1,493,251 1,599,891

  固定資産合計 4,761,018 4,712,643

 資産合計 13,795,508 13,958,966
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,479,798 2,466,386

  短期借入金 656,084 538,884

  未払法人税等 6,960 6,307

  引当金 167,892 157,630

  その他 556,388 1,020,508

  流動負債合計 3,867,123 4,189,716

 固定負債   

  社債 176,000 240,000

  長期借入金 1,016,666 838,914

  退職給付引当金 85,696 138,780

  役員退職慰労引当金 170,403 165,003

  その他 299,211 277,148

  固定負債合計 1,747,977 1,659,845

 負債合計 5,615,101 5,849,562

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,510,000 1,510,000

  資本剰余金 926,345 926,345

  利益剰余金 5,549,136 5,411,810

  自己株式 △30,984 △31,455

  株主資本合計 7,954,498 7,816,700

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 232,819 303,612

  繰延ヘッジ損益 △6,910 △10,909

  評価・換算差額等合計 225,909 292,703

 純資産合計 8,180,407 8,109,404

負債純資産合計 13,795,508 13,958,966
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 5,540,130 4,645,789

売上原価 4,733,072 3,945,482

売上総利益 807,058 700,307

販売費及び一般管理費 ※  727,460 ※  710,860

営業利益又は営業損失（△） 79,597 △10,552

営業外収益   

 受取利息 1,339 1,482

 受取配当金 10,282 10,772

 スクラップ売却益 14,886 15,311

 受取技術料 11,445 -

 受取保険金 21,708 -

 その他 7,764 10,613

 営業外収益合計 67,427 38,180

営業外費用   

 支払利息 24,834 18,229

 その他 1,202 4,748

 営業外費用合計 26,037 22,978

経常利益 120,988 4,648

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 269

 特別利益合計 - 269

特別損失   

 投資有価証券評価損 14,028 -

 特別損失合計 14,028 -

税引前四半期純利益 106,960 4,918

法人税等 41,521 1,795

四半期純利益 65,439 3,123
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 106,960 4,918

 減価償却費 202,345 196,628

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,068 △912

 賞与引当金の増減額（△は減少） △2,100 △1,000

 製品保証引当金の増減額（△は減少） △19,637 △9,262

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,838 △56,762

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,925 △5,400

 受取利息及び受取配当金 △11,622 △12,254

 支払利息及び手形売却損 25,035 18,354

 固定資産除売却損益（△は益） 105 △619

 投資有価証券売却損益（△は益） - △269

 投資有価証券評価損益（△は益） 14,028 -

 売上債権の増減額（△は増加） △507,330 △350,169

 たな卸資産の増減額（△は増加） 551,128 △345,238

 その他の資産の増減額（△は増加） △27,259 91,932

 仕入債務の増減額（△は減少） 43,176 △13,411

 未払消費税等の増減額（△は減少） 31,905 -

 その他の負債の増減額（△は減少） △74,414 399,214

 小計 326,338 △84,253

 利息及び配当金の受取額 11,622 12,254

 利息の支払額 △26,168 △18,067

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △29,348 △2,168

 営業活動によるキャッシュ・フロー 282,444 △92,234

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △65,500 △310,500

 定期預金の払戻による収入 60,000 161,000

 有形固定資産の取得による支出 △87,955 △47,407

 有形固定資産の売却による収入 1 619

 無形固定資産の取得による支出 - △4,803

 投資有価証券の取得による支出 △1,577 △1,773

 投資有価証券の売却による収入 - 420

 貸付けによる支出 △8,262 △1,000

 貸付金の回収による収入 2,492 2,509

 投資その他の資産の増減額（△は増加） 3,977 △72,015

 投資活動によるキャッシュ・フロー △96,823 △272,949

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △108,340 △100,000

 長期借入れによる収入 100,000 -

 長期借入金の返済による支出 △276,070 △194,952

 社債の発行による収入 - 100,000

 社債の償還による支出 △42,400 △36,000

 自己株式の純増減額（△は増加） △65 △470

 配当金の支払額 △31,206 △30,744

 財務活動によるキャッシュ・フロー △358,082 △262,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △172,461 △627,351

現金及び現金同等物の期首残高 2,858,802 3,179,073

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,686,340 ※  2,551,722
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定

方法を退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期累計期間の期首の退職給付引当金が86,198千円増加し、前払年金資産が83,710千円、

繰延税金負債が60,063千円及び利益剰余金が109,846千円それぞれ減少しております。また、当第２四半期累計期

間の営業損失は6,211千円増加し、経常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ6,211千円減少しております。
 

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

 
当第２四半期累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、見積実効税率を用いて税金を計算すると著しく合理性を欠く場合は、法定実効税率を使用

しております。
 

 

(四半期損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

給料手当 174,579千円 172,625千円

賞与引当金繰入額 　33,655　 〃 34,027 〃

退職給付費用 　9,395　 〃 15,109 〃

役員退職引当金繰入額 5,925　 〃 6,000 〃
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 2,919,840千円 2,877,722千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△233,500 〃 △326,000 〃

現金及び現金同等物 2,686,340千円 2,551,722千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,610 2 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

当第２四半期累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 30,603 2 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

当社が有しているすべての関連会社は、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関連会社であ

るため、記載を省略しております。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業は舶用内燃機関及び部分品の設計・製造・修理・販売及びその関連事業を主体とした単一セグメント

であるため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 4.28 0.20

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(千円) 65,439 3,123

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 65,439 3,123

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,305 15,300
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　赤阪鐵工所(E01475)

四半期報告書

13/15



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月10日

株式会社赤阪鐵工所

取締役会  御中

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   山   内 　佳   紀   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   高   津　 清   英   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社赤阪鐵

工所の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第117期事業年度の第２四半期会計期間(平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社赤阪鐵工所の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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